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政府の規模と経済成長
－潜在的国民負担及び支出内容の両面からの分析－＊１

篠原　健＊２

　本稿は，政府の規模として潜在的国民負担率を用いて，長期的な経済成長に与える影響を考
察するものである。
　具体的には，1970 年から 2008 年の OECD諸国を対象としたパネル・データを用い，潜在的
国民負担が長期的な経済成長率に与える効果，また，その内訳である各歳入・歳出項目が長期
的な経済成長に与える効果の検証を試みることにより，財源調達方法，税収構成の違い，及び
歳出構造の違いが経済成長に異なった影響を与えるのかどうかを実証的に明らかにすることを
試みた。
　実証分析の結果，潜在的国民負担率が一定の水準を超えた場合，長期的な経済成長率に対し
て頑健な負の影響を与えていることが明らかになった。さらに，歳入・歳出構成の違いについ
ては，歳出構成の違いが経済成長率に与える影響が相対的に強く，特に政府消費，政府投資シ
ェアの上昇は経済成長率に対して負の影響を与える一方，社会保障支出シェアの上昇は正の影
響を与えていることが示された。

キーワード：潜在的国民負担率，政府の規模，タックス・ミックス，経済成長
JEL classifi cation：E62，H20，H50，O40

Ⅰ．はじめに

要　　約

Ⅰ－１．研究の目的・背景
　政府の規模がどうあるべきかという論争の歴
史は長く，しばしば経済思想や政治体制をめぐ
る論争とも相俟って，国論を二分するような場
合も少なくなかった。しかし，近年では，こう

したイデオロギー的な議論を超えて，多くの先
進国が直面する少子高齢化という構造的変化の
文脈で，あるべき政府の規模についての議論が
なされることも増えてきている。特に，2009
年のリーマン・ショック後に顕在化した国家債

＊１ 　本稿は，平成 22 年度財務省財政経済理論研修における修了論文として取りまとめたものであり，作成
にあたっては，畑農鋭矢教授（明治大学商学部）及び大野太郎講師（尾道大学情報経済学部・前財務省財
務総合政策研究所研究官）より貴重なご助言を賜った。ここに感謝の意を表したい。なお，本稿の内容や
意見はすべて筆者の個人的見解であり，財務省あるいは財務総合政策研究所の公式見解を示すものではな
く，また本稿における誤りはすべて筆者個人に帰するものである。
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務危機などは，政府の規模と経済成長について
の関係を再検討するきっかけとなり得るだろ
う。
　こうした中，少子高齢化の進行がもたらす構
造的課題への政策対応，及び債務残高 GDP比
の発散を回避し持続可能な財政構造を確立する
ことは，現在の我が国が直面する最大の課題の
一つであり，政府による何らかの政策対応によ
り解決されるべき課題であることは論を待たな
いであろう。このような構造的課題への意識が
高まっていることは，1996 年に高齢社会白書
の公表が，2004 年に少子化社会白書の公表が，
それぞれ開始されたことなどからもうかがい知
ることができる。また，近年のいずれの内閣に
おいても，こうした構造的課題への対処は最も
重要な政策課題である と 認識されてきた。こう
した中で，小泉内閣以来，政府の規模と経済成
長の関係に対する関心が高まってきている。例
えば，「経済成長によって税収の自然増を実現
し，財政再建に資するべきである」といった議
論や「社会保障制度を充実させて国民の安心・
安全を確かなものにすることにより経済成長を
実現するべきである」といった議論，さらには，
「税負担を引き上げたとしても社会保障を充実
させることで経済成長が可能なのではないか」
といった議論が，政治・行政の場でなされてき
た。これらは，すべて，本質的には，政府の規
模と経済成長との関係をどのように把握する
か，といった問題に帰着すると考えられる。
　一方，学術的にもこうした問題意識に基づく
研究は多くなされている。例えば，平成 15 年
度の『経済財政白書』においては，政府の規模
と経済成長率の間に緩やかな負の関係があるこ
とが指摘されている一方で，Atkinson（1995）
などにおいては，社会保障支出に関しては，経
済成長率との間の明確な関係が把握できなかっ
たとの結論が導かれている。確かに，Atkinson
（1995）が指摘するように，分析対象とする国
の違い，分析対象とする期間の違い，政府の規
模として定義する指標の違いによって結果が異
なってくる面もあると考えられる。

　このように，政府の規模と経済成長の関係に
関するコンセンサスが得られているとは言い難
いが，様々な角度からなされた実証分析の蓄積
により，こうしたコンセンサスの得にくい問題
に対する解答が形成され得るという意味で，政
府の規模と経済成長の関係を謙虚に考察するこ
とには，なお意義があるのではないか，という
点が本稿の第一の問題意識である。
　次に，本稿の第二の問題意識は，“Tax Mix”，
または公債発行も含めた “Revenue Mix”，
“Expenditure Mix”の観点から，今後我々がどの
ような歳入・歳出構造を志向することが経済成
長に資するのか，といった点である。

Ⅰ－２．先行研究の紹介と本稿の特徴
　近年，本稿と同様の問題意識で政府の規模と
経済成長について研究したものは，国内におい
ては，国民負担の観点から政府の規模と経済成
長の関係を考察した古川他（2000）や，支出面
から政府の規模と経済成長の関係を分析した茂
呂（2004）がある。また，タックス・ミックス
の観点から，税目ごとに経済成長に与える影響
を考察したものとして，Arnold（2008）がある。
　古川他（2000）は，1960 年から 1996 年まで
の OECDのすべての国を対象としたパネル・
データを用いて，国民負担率，及び潜在的国民
負担率が実質経済成長率にどのような影響を与
えるかを考察し，両者の関係は有意に負である
という結論を導いている。
　茂呂（2004）は，1981 年から 2002 年までの
OECDのすべての国を対象としたパネル・デー
タを用いて，政府総支出が実質経済成長率にど
のような影響を与えるかを考察している。また，
政府総支出を政府消費，政府投資，社会保障関
連支出，及び利払い費の４項目に分割し，各支
出項目が経済成長に与える影響の分析も行って
いる。分析結果からは，政府の規模と経済成長
には統計的に有意な負の関係が見られること，
また，政府支出の性質如何で経済成長との関係
は異なっており，政府消費の影響は，社会保障
支出や利払い費等の移転支出以上にマイナスの
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影響が大きいことが明らかにされている。
　Arnold（2008）は，1971 年から 2004 年まで
の OECD 21 ヵ国１）を対象としたパネル・デー
タを用いて，租税負担率，及びその内訳である
各税目が一人当たり実質経済成長率に与える影
響を考察している。分析の結果，税負担は経済
成長率に負で有意な影響を与え，個別税目を見
ると，一人当たり実質経済成長率との親和性は，
資産課税，消費課税，個人所得課税２）の順に
低下し，法人所得課税が最もネガティヴな影響
を与えることが示唆されている。
　こうした先行研究を踏まえ，本稿の特徴を整
理する。本稿は，1970 年から 2008 年の OECD
のすべての国を対象としたパネル・データを用
い，潜在的国民負担が長期的な経済成長率に与
える効果を考察する。また，基本的にその内訳
である各歳入項目（各税，社会保険料，及び公
債発行による財源調達）が長期的な経済成長率
に与える効果，さらに，各歳出項目（政府消費，
政府投資，社会保障関連支出）が長期的な経済
成長率に与える効果の検証を試みることによ

り，財源調達方法または税収構成の違いや歳出
構成の違いが経済成長に異なった影響を与える
のかどうかを実証的に明らかにする。
　いわば，茂呂（2004）による，政府規模の内
訳を分割するアプローチを歳入面からも試み，
結果として Arnold（2008）の分析を，将来世
代の税負担である公債発行による財源調達が現
在世代の経済成長に与える効果を考慮に入れた
ものに拡張した点に特徴がある。以上を整理す
ると，表１の通りとなる。
　本稿のアプローチによる検証の結果，潜在的
国民負担率が一定の水準を超えると，経済成長
に対して安定的に負で有意な影響を与えること
が再確認された。一方，各歳入項目の負担が長
期的な経済成長に与える影響については，対象
国の選定如何によって変わり得るものであるこ
と，各歳出項目については安定的に一定の傾向
がみられることが示された。
　以下では，第Ⅱ節において実証分析の内容に
ついて詳細に説明し，分析結果を提示する。続
いて第Ⅲ節において結論を示すこととする。

１ ）除外されているのは，対象期間の多くのデータが欠損値となっているチェコ，ハンガリー，アイスランド，
韓国，ルクセンブルク，メキシコ，ポーランド，スロバキア，トルコである。
２ ）個人所得課税には，社会保険料が含まれている。

表１　先行研究と本稿の比較

2000 2004 Arnold(2008) 

OECD 30 OECD 30 OECD 21 OECD 30

1960-1996 1981-2002 1971-2004 1970-2008 
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Ⅱ－１．推定の対象と推定方法
　政府の規模が経済成長率に与える影響を検証
するにあたり，推定を行う対象を特定化する。
推定を行う対象は，OECD諸国の経済成長率で
ある。より具体的には，（1）（一国全体の）実
質経済成長率，（2）一人当たり実質経済成長率，
（3）トレンドとしての長期的な（一国全体の）
経済成長率，（4）トレンドとしての長期的な一
人当たり実質経済成長率，の４パターンを対象
としている。
　データの種類はパネル・データであり，クロ
スセクション区分は，（ⅰ）対象国を OECD30
ヵ国とした場合，及び（ⅱ）Arnold（2008）に
合わせて対象国を OECD21 ヵ国に限定した場
合，の２パターンについて分析を行った。
　推定モデルは，茂呂（2004）のモデルをベー
スとし，説明変数のうち，政府総支出を潜在的
国民負担率に変更した以下のようなモデルとす
る。

titititi LYorTrGRYorTrGRLYorGRYGR

tititii EduLYYG

titititi AgeOpenPPP

Ⅱ－２．変数・符号条件・データ
（１）変数
　 tiYGR は i国の時点 tにおける実質経済成長
率であり， tiLYGR は同様に一人当たり実質
経済成長率である。 tiYTrGR は HPフィルタを
用いてトレンドのみを抽出した実質経済成長
率， tiLYTrGR は同様にトレンドとしての一
人当たり実質経済成長率である。また，

tiYG は潜在的国民負担率， tiLY は経済
発展度合であり，一人当たり実質 GDP（購買
力平価表示・1期前・対数値）を用いている。

tiEdu は高等教育修了比率， tiPPP は購買力
平価（変化率：米ドル /自国通貨）， tiOpen は
経済の開放度（GDPに占める輸出入の割合），

tiAge は高齢化率（65 歳以上人口の総人口に
占める割合）である。
　本稿では，「政府の規模」として考えられる
潜在的国民負担率と政府総支出 GDP比のうち，
潜在的国民負担率のほうを用いた。これは，潜
在的国民負担が，税収，社会保険料及び新規公
債発行額（いわゆる財政赤字）として定義され，
茂呂（2004）において指摘されている通り，本
質的には，潜在的国民負担率は政府総支出
GDP比と同値となり，両者の違いは，政府の
活動を歳入面，歳出面のどちらから見て把握す
るか，といった点に過ぎないと考えられること，
及びサンプル・サイズについては潜在的国民負
担率のほうが大きいためである。

（２）符号条件
　次に，符号条件について検討する。まず，「潜
在的国民負担率」については，現在の国民負担
が労働供給の阻害や資本蓄積の阻害を通じて長
期的な経済成長を阻害すると考えれば符号条件
は負であるが，一方，こうした負担を通じて得
られた歳入が有効に用いられれば経済成長を促
進する可能性もあり，この場合符号条件は正と
なる。なお，古川他（2000）等の先行研究では，
負となる結果が示されている。
　次に，「経済発展度合」については，資本蓄
積が不足し，一人当たり実質 GDPの水準が低
い新興国や途上国ほど経済成長率が高く，一人
当たり実質 GDPの水準が高く，経済が定常状
態近傍にあると考えられる先進国ほど成長率が
低いという収斂仮説に基づき，想定される符号
条件は負である。

Ⅱ．実証分析
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　高等教育修了比率は，茂呂（2004）でも指摘
されている通り，人的資本の代理変数として用
いている。想定される符号条件は正である。
　購買力平価は，為替レートの増価により輸出
が減少すると考えられるため，想定される係数
符号は負である。
　「経済の開放度」に関しては，貿易を通じて
経済成長が促進されると考えられるため，期待
される係数符合は正である。
　高齢化率は，マクロ的な生産要素である労働
力の減少を意味すると考えられるため，想定さ
れる係数符合は負である。

（３）使用データ
　データに関しては，以下のように取得及び作
成した。
　まず，潜在的国民負担率は，その定義に従っ
て税収と財政赤字の合計額の対 GDP比として
作成しており，算出に当たって用いた各経済・
財 政 変 数 は OECD “Revenue Statistics” 及 び
OECDウェブサイト内の “OECD Stat”より取得
した。
　次に，実質経済成長率及び一人当たり実質経
済成長率は，各年の名目 GDP，総人口，GDP
デフレータを用いて作成した。各経済変数は
OECD “National Accounts” 及び “OECD Stat”よ
り取得した。また，購買力平価に関してもデー
タの出所は同様である。
　トレンドとしての実質経済成長率及び同一人
当たり実質経済成長率に関しては，HPフィル
タを用いて，上記の各経済成長率をトレンドと
サイクルに分離することにより作成した。
　高等教育修了比率は，茂呂（2004）に従い， 
Barro-Lee education dataset 2000 から，25 歳以上
人口に占める高等教育修了者の割合を用いた。
同データは５年ごとの掲載であることから，中
間年について線形補間を行っている点も同先行
研究と同様である。
　高齢化率に関しては，“OECD Stat”を用い，
65 歳以上人口の総人口に占める割合を算出す
ることによりデータを作成した。

Ⅱ－３．推定方法（基本モデルの選択）
　以下では，基本となる定式化を特定するため
に用いた推定方法について述べる。
　本稿では，国別・時間固定効果を採用した上
で，茂呂（2004）と同様のアプローチで，
　（ⅰ）経済成長率が潜在的国民負担率を決定
するという双方向の因果関係，つまり同時性に
起因する内生性問題に対処する観点から，通常
の OLSを用いた場合（表２～５の定式化（1））
と操作変数法を用いた場合（表２～５の定式化
（2））の比較を行った。なお，操作変数法を用
いた場合は，「経済発展度合」以外のすべての
説明変数を内生変数と考え，各説明変数の 1期
ラグを操作変数として取扱った。
　次に，
　（ⅱ）被説明変数として，（1）（一国全体の）
実質経済成長率（表２），（2）一人当たり実質
経済成長率（表３），（3）トレンドとしての長
期的な（一国全体の）経済成長率（表４），（4）
トレンドとしての長期的な一人当たり実質経済
成長率（表５）のうち，どの被説明変数を基本
とするかといった点を検討することにより，基
本となる定式化を選択することとする。

Ⅱ－４．推定結果（基本定式化の選択）
　各推定結果は表２～表５の通りである。以下
では，まず基本となる定式化の選択に当たって，
上述の手続きに従って推定結果の比較検討を行
った上で，選択された基本定式化について推定
結果の解釈を試みる。
　まず，前項の（ⅰ），通常の OLSを用いた場
合と操作変数法を用いた場合の比較である。通
常の OLSでは双方向の因果関係，同時性から
生じる内生性問題の可能性を排除できないこと
から，操作変数法を用いることが妥当であると
考えられる。
　続いて，前項の（ⅱ）被説明変数の検討を行
う。まず，マクロの実質経済成長率か一人当た
り実質経済成長率か，といった点に関しては，
一般的な経済成長理論のモデル化に従い，一人
当たり実質経済成長率を用いることとする。さ
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 表３　基本定式化の選択及び推定結果（２）

（注）
１．括弧内は標準誤差を示し，各係数の　*　は 10％，**　は５％，***　は１％棄却域の下，有意な係数であることを示す。
２ ．各推定結果は，時点効果についても考慮している。また，すべての推定結果において，F検定の結果，OLSと１％水準で
有意に異なることが示された。

表２　基本定式化の選択及び推定結果（１）

（注）
１．括弧内は標準誤差を示し，各係数の * は 10％，** は５％，*** は１％棄却域の下，有意な係数であることを示す。
２ ．各推定結果は，時点効果についても考慮している。また，すべての推定結果において，F検定の結果，OLSと１％水準で
有意に異なることが示された。
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 表４　基本定式化の選択及び推定結果（３）

（注）
１．括弧内は標準誤差を示し，各係数の　*　は 10％，**　は５％，***　は１％棄却域の下，有意な係数であることを示す。
２ ．各推定結果は，時点効果についても考慮している。また，すべての推定結果において，F検定の結果，OLSと１％水準で
有意に異なることが示された。

 表５　基本定式化の選択及び推定結果（４）

（注）
１．括弧内は標準誤差を示し，各係数の　*　は 10％，**　は５％，***　は１％棄却域の下，有意な係数であることを示す。
２ ．各推定結果は，時点効果についても考慮している。また，すべての推定結果において，F検定の結果，OLSと１％水準で
有意に異なることが示された。
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らに，通常の実質経済成長率かトレンドとして
の長期的な経済成長率か，という点に関しては，
両者の係数符合は共に負であるが，本論文の関
心は，景気変動の影響を排除することで，長期
的な経済成長に対する政府の規模の影響を分析
する点にあること，さらに，前者の推定結果を
見ると，係数の有意性が低下するケースが見ら
れ，また係数推定値も低下する傾向が見られる
ことから，通常の経済成長率を被説明変数とし
た場合，政府の規模の影響を明確に捉えきれな
い可能性がある。こうしたことから，本論文で
は，トレンドとしての長期的な実質経済成長率
を被説明変数とすることを基本とする。
　以上の各推定結果の比較検討より，操作変数
法を用い，被説明変数をトレンドとしての長期
的な一人当たり実質経済成長率とした重回帰式
（表５の定式化（2））を基本定式化とする。
　なお，推定の妥当性を失わせるような様々な
要因を考慮した推定である各表のすべての定式
化について，着目する説明変数である潜在的国
民負担率の係数符号は負であり，マクロの潜在
的国民負担率が経済成長に負で有意な影響を与
えているという解釈は，頑健性を持つと考えら
れる。
　一方，表５の定式化（2）を基本とした場合，
高等教育修了比率及び高齢化率に関しては，想
定される符号条件とは異なる結果が得られてい
る。これは，高等教育修了比率と経済成長率が
必ずしも線形関係になっていないことや，高等
教育修了比率が労働者の技能以外の要素も含ん
でしまっている可能性等が考えられる。たとえ
ば，一般に高等教育が進むにつれて賃金率も高
まる傾向にあるが，こうした変化は経済の労働
分配率を高め，企業活動，さらには経済成長の
足かせとなるかもしれない。
　また，高齢化率については，マクロの経済成
長率を被説明変数とした場合には，高齢化率の
高まりが労働力人口の減少を意味し，経済成長
に対して負の効果をもたらすと考えられるが，
被説明変数として一人当たり経済成長率を用い
る場合には，高齢化率の上昇が労働力の質の向

上を代理的に説明するものとなる可能性があ
る。こうした結果として高齢化率の上昇が一人
当たり経済成長率に対して正の影響を持つ結果
となった可能性がある。

Ⅱ－５．推定方法（拡張モデル）
　以下では，上述の手続きにより選択された基
本定式化を基に，拡張モデルとして，歳入面，
及び歳出面を細分化し，各税目・財源調達手段，
及び各歳出項目のシェアの上昇が経済成長に与
える影響を考察する。
　拡張モデルの定式化は以下の通りである。

　歳入面については，
tiLYTrGR

tijtii GTYG

titititi OpenPPPEduLY

titiAge

ただし，
i ,t i ,tG T1( ) i ,tT2( ) i ,tT3( ) i ,tT4( ) i ,tT5( )

　したがって， tiGT は潜在的国民負担に占
める個人所得課税税収の構成比， tiGT は社
会保険料収入の構成比， tiGT は法人所得課
税税収の構成比， tiGT は消費課税税収の構
成比， tiGT は公債発行額の構成比である。

　歳出面については，
tiLYTrGR

tijtii GEYG

titititi OpenPPPEduLY

titiAge

ただし，
tititititi EEEEG

　したがって， tiGE は潜在的国民負担に占
める一般政府消費の構成比， tiGE は一般政
府粗固定資本形成の構成比， tiGE は社会保
障関連支出の構成比， tiGE はその他の支出
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の構成比である。

Ⅱ－６．推定結果（拡張モデル）
　潜在的国民負担率を歳入面，及び歳出面につ
いて分割した拡張モデルを用いた場合の推定結
果は表６～表８の通りである。
　まず，歳入面について細分化した拡張モデル
の推定結果が表６ 及 び表７に示されている。
　OECDのすべての国を対象とした場合の推定
結果（表６）を見ると，各歳入項目を説明変数
として含めたすべてのケースで潜在的国民負担
率の係数が負で有意に推定されている。
　本節の目的である，歳入面について細分化し
た場合の，政府規模を考慮に入れた各歳入項目
の効果を見ると，個人所得課税以外の係数はす
べて正となり，個人所得課税以外の歳入項目に
よる資金調達は経済成長に正の影響を与える結
果となっている。特に，新規公債発行による財
源調達は経済成長に対して正で有意な影響を与
えていることが示唆される。また，法人所得課
税については，先行研究である Arnold（2008）

の結果と異なり，OECDすべての国を対象とし
た場合は経済成長を促進する結果となってい
る。
　なお，OECDのすべての国を対象とした場合
に新規公債発行の係数が正で有意となり，法人
所得課税の係数が正となるのは，欠損値の多い
新興国が観測値に含まれていることによると考
えられる。
　こうした新興国の法人税収シェアとトレンド
としての一人当たり実質経済成長率との関係を
個別にみると，ポーランド，ルクセンブルク，
スロバキア，及びチェコにおいては両者に正の
相関がみられた。こうした諸国は，法人税制の
面においても外国資本を優遇しており，法人税
収のシェアを上昇させたとしても，外国資本の
直接投資の増大によって資本蓄積が促進され，
成長率を高める結果となった可能性が指摘でき
る。
　また，新興国の新規公債発行について同様に
検討すると，たとえばハンガリーにおいては新
規公債発行シェアとトレンドとしての一人当た

表６　拡張モデルによる推定結果（１）

（注）
１．括弧内は標準誤差を示し，各係数の　*　は 10％，**　は５％，***　は１％棄却域の下，有意な係数であることを示す。
２ ．各推定結果は，時点効果についても考慮している。また，すべての推定結果において，F検定の結果，OLSと１％水準で
有意に異なることが示された。
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り実質経済成長率に正の相関がみられた。これ
は，新興国において財政赤字が必ずしも将来の
増税として認識されていない可能性も理由の一
つとして考えられる。具体的には，新興国は先

進国に比べ相対的に高齢人口比率が低いことな
どから，財政赤字が先進国のように社会保障費
の増大等による構造的な債務の累増と捉えられ
ていないこと等によるのかもしれない。

表７　拡張モデルによる推定結果（２）

表８　拡張モデルによる推定結果（３）

（注）
１．括弧内は標準誤差を示し，各係数の　*　は 10％，**　は５％，***　は１％棄却域の下，有意な係数であることを示す。
２ ．各推定結果は，時点効果についても考慮している。また，すべての推定結果において，F検定の結果，OLSと１％水準で
有意に異なることが示された。

（注）
１．括弧内は標準誤差を示し，各係数の　*　は 10％，**　は５％，***　は１％棄却域の下，有意な係数であることを示す。
２ ．各推定結果は，時点効果についても考慮している。また，すべての推定結果において，F検定の結果，OLSと１％水準で
有意に異なることが示された。
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　そこで，対象国について Arnold（2008）と
同様の OECD21 ヵ国とした場合（表７），基本
的には当該研究の結果と同様の結果が得られ
た。
　これを個別の歳入項目ごとに見ていくと，社
会保険料と法人所得課税については係数の符号
が負となり，符号条件を満たす結果となってい
る。一方，個人所得課税については係数の符号
が正で有意となっており，Arnold（2008）の結
果とは異なる３）。これは，Aghion et al（1999）
等で指摘されているように，個人所得課税の所
得再分配効果（教育の充実等）による人的資本
の蓄積が経済成長を促進するなど，個人所得課
税のシェアの高まりが労働供給の阻害とは異な
る経路で経済成長に影響を与えた結果である可
能性がある。

　次に，歳出面について細分化した場合の，政
府規模を考慮に入れた各歳出項目の効果（表８）
を見ると，OECDすべての国を対象とした場合
でも OECD21 ヵ国を対象とした場合でも，一
般政府消費及び一般政府粗固定資本形成の係数
は負で有意，社会保障関連支出の効果について
は正で有意であった。社会保障の重点化がマク
ロの貯蓄率を高めるなど，資本蓄積の面で経済
成長を促進する効果をもたらした可能性が考え
られる。
　さらに，本稿では，経済成長率を最大化する
ような「最適政府規模」が存在する可能性を考
慮し，最適潜在的国民負担率の二乗項を説明変
数に加えた非線形モデルの分析も行った。これ
は，経済成長率と政府規模の関係が，税収と税
負担率の関係を示したラッファー・カーブのよ

表９　二乗項を導入した場合の推定結果

（注）
１．括弧内は標準誤差を示し，各係数の　*　は 10％，**　は５％，***　は１％棄却域の下，有意な係数であることを示す。
２．各推定結果は，時点効果についても考慮している。また，すべての推定結果において，F検定の結果，OLSと１％水準で
有意に異なることが示された。

３ ）Arnold（2008）においては，本稿における「社会保険料」と「個人所得課税」の合計を「個人所得課税」
と定義しており，本稿の「個人所得課税」の定義とは異なるが，仮に本稿における「個人所得課税」と「社
会保険料」を合計したとしても，本稿の推定結果の符号は変わらない。
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Ⅲ．結論と今後の課題

　以上のように，本稿では，潜在的国民負担率
として計測される政府の規模が経済成長率，特
に長期的なトレンドとしての一人当たり実質経
済成長率に与える影響について，OECD30 ヵ国
の 1970 年から 2008 年にかけてのパネル・デー
タを用いて実証的に分析を行った。通常のプー
リング推定，説明変数の 1期ラグを取った最小
二乗推定，及び操作変数法による推定を行った
結果，潜在的国民負担率は，経済成長率に対し
て安定的に負の影響を与えていることが明らか
になった。また，潜在的国民負担率の二乗項を
加えた推定からは，特に潜在的国民負担率が約
30％を超えている場合に経済成長を阻害する可
能性があることが示された。
　歳入・歳出構成の違いについては，歳出構成
の違いが経済成長率に与える影響が相対的に強
く，特に政府消費，政府投資シェアの上昇は経
済成長率に対して負の影響を与える一方，社会
保障支出シェアの上昇は正の影響を与えている
ことが示された。
　政府の規模と経済成長の関係について，税・

歳出といった枠組みにとらわれることなく，財
政赤字を含めた国民負担である潜在的国民負担
の観点から，統一的な分析の枠組みを用いて，
歳入，歳出の両面による分析を試みた点，また，
さまざまな推定手法を用いて，内生性問題や景
気循環に起因するモデルの説明力低下問題への
対処を試みた点が本稿の意義であると考えてい
る。
　以上が本稿の結びであるが，最後に，本稿を
踏まえて，同様の問題意識で分析を行う際に今
後対処されるべき課題を述べる。
　まず，政府の規模が（短期的な）景気変動に
与える影響の分析である。本稿では，トレンド
としての長期的な経済成長率に焦点を当てて考
察を行ったが，短期的な財政政策の効果は，本
稿の結論と異なるかもしれない。この点は，政
府の重要な役割の一つとして分析に値するテー
マであろう。
　次に，先行研究でも指摘されているように，
政府の規模が経済成長に影響を与える具体的な
経路に関する分析である。本稿では，政府の規

うな逆 U字型になっている可能性があるため
である。定式化は以下の通りである。

titiiti YGYGLYTrGR

titititi OpenPPPEduLY

titiAge

　この結果は，表９に示す通りである。
　単回帰の場合も重回帰の場合も潜在的国民負
担率の二乗項の係数は負で有意である。これら
の結果より，トレンドとしての長期的な一人当
たり実質経済成長率は，一定の潜在的国民負担
率の水準の下でピークとなり，その後は潜在的
国民負担率の上昇に伴って低下することが明ら

かとなった。
　さらに，一乗項の係数も有意であることから，
上に示した式を潜在的国民負担率で偏微分する
ことにより，有意な最適潜在的国民負担率を求
めることができる。その水準は，単回帰の場合
（表９の定式化（１））GDP比 34.5％，重回帰
の場合（表９の定式化（２））GDP比 31.7％と
なる。潜在的国民負担率がこれらの水準よりも
低い場合，政府規模を大きくすることで経済成
長が促進され，逆に潜在的国民負担率がこれら
の水準よりも大きい場合，政府規模を小さくす
ることで経済成長が促進される可能性が高いと
考えられる。
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